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１ 研究機会としての「平成の大合併」
1.1　合併に関する分析は十分になされたのか
市町村合併を論じた分権は数多くあるが、「平成の大合併」を含めた
市町村合併に関する政治学的な研究は、意外に多いとは言えない。財政
学的な見地から合併効果を論じた研究を除けば、その多くが①制度の紹
介ないしは②事例の紹介であり、一般化を目指していない研究であった。
筆者の印象では、②に該当する研究は、合併反対論を基礎に置き、政
府と自治体が進める合併策に抗うことを目的にしたものがほとんどであ
る。これらは合併反対の結論ありきで、市町村合併を事例に住民参加制
度の課題を論じるとか、有権者意識の時系列変化を追うといった論点が
欠けているものが多く、政府の統合に伴う意思決定の変化や市町村以外
の単位（広域連合や一部事務処理組合）の意義などを論じたものはない。　　
また、これらの研究のほとんどに共通するのが、分析枠組みを提示せ
ず、自らの主張に都合のよいサンプルの事例を紹介して自説を説明しよ
うとするSmall-N問題を抱えている点である。「事例を幾つ取り上げるか、
その事例はどのように選択するか（内山, 2007: 192）」は、事例に基づ
く実証分析を行う際、慎重な対応をすべき問題であるが、「そうしたこ
とはお構いなし」という印象を受ける。加えて、市町村合併とは直接的
には結びつかないが、政治学的な先行研究（たとえば、政府規模を論じ
た研究や政府間交渉に関する研究）が全くと言っていいほどない点も共
通する。
市町村合併に関し、政治学的な分析が乏しいと筆者が思うのは、こう
した理由があるからである1。
筆者はこれまで、山田（2007）のように、市町村合併の是非は別に、
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サーヴェィなど計量的なアプローチで地方議員と住民の評価のギャップ
等を分析してきた（河村, 2010）。そして、フィールドワークを通じ、
前出のような書籍では論じられていない事実について探索してきた。
「事例研究に留まるのではなく、合併を事例とした実証研究を進め、一
般的な知見をより深めていく必要がある」。これまでの「平成の大合併」
研究を振り返って、そう思う。
1.2　本稿の視点
本稿では、先行研究であまり議論されてこなかったもののうち、防
災・危機管理の視点からみた基礎的自治体の規模について考える。市町
村合併の是非も大事であるが、合併よりも規模に注目するのが本稿にお
ける筆者の立場である。
そのような立場を採る理由の1つとして、東日本大震災によって、「市
町村の合併が被災自治体の防災力に負の影響をもたらした」という主張
に注目するからである。たとえば、市町村合併が地域の防災力に負の影
響があったという主張は、金谷・島田（2008）や室崎・幸田（2013）
などに見られる。そこでは、「市町村合併の影響で役場が支所化し、周
辺になった旧自治体は地域の職員数が減少したため、地域防災力が低下
した」とされている。
彼らの論理構成は、一見、実態に即しているかのように見える。しか
し、これは現実の一部は説明できるものの、極めて限定的な見方である。
また反証はいくらでもできる。たとえば、室崎・幸田の第3章（幸田論
文）は、津波被害が最大であった石巻市を取り上げている。石巻市の初
動には合併の影響はあったことは否定できないが、そもそも政策には激
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１ もちろん伊藤（2007）が指摘するように、地方政治を分析するには、時間や資金な
どの研究資源をどう配分するか、その力量が求められる。とりわけ、数ある地方レベ
ルのデータをどのように効果的に集めるかは、研究を進める上での鍵となる。そのた
め、複数の事例を複数の研究者で分担しながら研究することも必要となる。これが、
実証研究を志す若手の研究者が合併事例の研究をしにくい理由にもなっている。
変緩和を意識した移行期間がつきものであり、合併特例が終了していな
い中での災害である点に留意する必要がある。合併の影響に対する評価
は慎重に行われるべきである。
河村（2014）を執筆する際、筆者は石巻仮設住宅自治連合会のメンバ
ーなど当事者と議論する機会があった。そこでは「合併は遠因ではある
が、合併後の石巻市の執行部が、旧石巻市方式に固執したことの方がよ
り重要な原因」と指摘があり、かつ「また隣接する東松島市は合併自治
体であるが、石巻市のような不満は少ない」という声もあった。幸田論
文が指摘する地域防災力は、所謂「コミュニティ防災力」とみなすこと
ができ、市町村の「危機管理能力」及び「復旧・復興を成し遂げる力」
まで広げた広義の地域防災力とは言い難い。少数事例をもって地域防災
力が低下したと主張するのは、政治学・行政学的に有意義な議論とはな
らない。
自治体合併という政策手段をひとまとめにして論じると、合併の有無
ばかりに注目が集まりすぎることになる。生じた弊害が合併に伴って発
生した弊害か、人口規模に基づいて生じた弊害か、それとも担税力（財
政力）に基づいて生じた弊害かを慎重に見極めて議論しなければ、分析
結果を読み誤るかもしれない。
また議論をする者が、我が国の地方交付税交付金制度を前提にして議
論しているのかについても、押さえる必要がある。地方交付税交付金制
度を前提とすれば、「合併をする方が損である」というロジックが成り
立ちやすい。筆者としては、国が税収不足を補填してくれる制度を前提
にして合併の是非を議論するのは、厳密性を欠くように思える。
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本稿では、危機管理と復旧・復興の視点も併せた広義の地域防災力の
観点から、自治体の規模及び市町村合併について検討する。住民の生
命・財産を守ることは政府の主たる役割であり、これは政治学の古典的
なテーマである。しかしながら、地方自治論の分野での議論は、地方政
府とコミュニティという境目がなく、曖昧に議論されてきた。むしろ危
機管理の視点は脇に置かれ、地域づくりの単位としてのコミュニティ論
が重視されてきた。
本稿は、これまでの合併研究とは明らかに毛並みの異なる研究である。
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出典：『河北新報』 2011年 10 月 16 日、河村（2014）再掲   
図１：震災対応に合併が影響を与えたことを示唆する報道
本稿のようなアプローチの可能性があることが認知されればよいと思う
し、近年多発する自然災害に自治体がどう向き合うかを考える一助にな
ればよいと思う。
２　大規模災害対応時のマンパワーからみた基礎的自治体の規模
2.1　建て前と本音
2012年2月、報告者が幹事を務める在仙有志の勉強会において、奥山
恵美子仙台市長は、興味深い報告をしている2。それは、東日本大震災
ではその被害の大きさもあり、法律的には実施すべきとなっていても、
現実的には対応できなかったことが多々あったというものである。
法令上、大規模災害が発生した際、国と地方自治体が協力して復旧・
復興に関与することになっている。ただし、日本の仕組みでは、そうし
た自然災害への対応はまず基礎的自治体が行うことになっている。そし
て災害対応能力は、地方自治体のマンパワーと比例する。そのため、被
災自治体の規模及び当該自治体の職員の被災状況が、初動対応やその後
の復旧・復興対応に大きな影響を与えることになる（表1）。
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国 県 仙台市 市町村 国 県 仙台市 市町村
被災者捜索等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △
避難所運営等 （財政支援） ○ ○（通知） ○（通知） ○ ○ △
ライフラインの復旧 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △
危険度判定 △（制度管理）
△（要項
整備） ○ ○ △ △ △ △
罹災証明等発行 ○ ○ △ △（×）
廃棄物処理 （財政支援） ○ ○ △（委託） ○ ×
集団移転 （財政支援） ○ ○ △ △（×）
○：法令上担当 ○：できる
△：条件付きで関与 △：厳しいができないこともない
×：ほぼ不可能
法令上の実施主体 現実のマンパワー
出典：奥山恵美子仙台市長講演資料 河村（2014）再掲  
 
表1　奥山恵美子仙台市長による法令上の実施主体と現実のマンパワーの乖離
２ 第15回フォーラム分権ってなぁに講演会「震災からの復興に向けて（講演者・奥山
恵美子仙台市長）」（2012年2月1日開催）
大規模自治体では職員の専従性が高く、1人が幾つも仕事を兼職して
いるところに比べれば、初動や復旧・復興に人的資源を投資しやすい。
また職員が被災するなどして欠けた際の穴埋めは、小規模自治体より大
規模自治体の方が容易である。すなわち、日本の災害には「本音と建て
前」が存在し、建て前で言えば市区町村は平等であるから復興格差はあっ
てはならないが、現実は大規模自治体ほどマンパワーがあるため復興は
早くなることになる。地縁組織を維持しづらい大規模自治体は、コミュ
ニティ防災の面では小規模自治体に劣るかもしれない。しかし、防災・
危機管理政策上では大規模自治体の方が優っているのは間違いない。
以上から、「合併したから地域防災力が低下した」と一般化すること
は難しいのである。
2.2 相互応援協定の実効性
災害時相互応援協定は、一方で災害が発生した際、もう一方の自治体
が食料や飲料水、生活必需品を被災自治体に提供し、かつ復旧に必要な
職員を派遣するものであり、前者と後者の関係を併せ持つ。災害時相互
応援協定を結ぶことによって、職員から職員への支援だけではなく、被
災自治体の住民に対し、もう一方の側の住民が支援物資を送る動機付け
にもなるからである。また普段の防災訓練等を通じた住民間の交流も行
われる。
ただし、災害時相互応援協定の締結には1つの盲点がある。それは、
「災害時相互応援協定をどの自治体と締結するか」という点である。東
日本大震災1年後に行われた奥山恵美子仙台市長の講演の際、奥山市長
は、「発災後すぐ、札幌市や新潟市、神戸市からの応援が仙台市に来た」
ことを我々聴衆に述べた。このことは政令指定都市という枠組みの存在
が、防災上重要な役割を果たしていることを意味している。中越地震を
経験した長岡市は、災害時相互支援の協定を高岡市や会津若松市と結ん
でいる。歴史的な背景や県内での位置づけ、そして距離（概ね2、3時間）
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という部分を意識した結果だという。これは、自治体間の距離と共通性
が、協定締結の大きな要素になりうることを示唆している。
また災害時相互応援協定の効果を考えると、よりマンパワーを持つ自
治体と締結することが有利であるのは自明である。裏を返せば、1人が
複数の仕事を兼務する小規模自治体からの職員派遣は期待できないとい
うことである。東日本大震災時、景勝地を抱える縁で日本海側に位置す
るにかほ市から応援隊が松島町に来たが、その際、応援に来た自治体関
係者の1人が「合併してなかったら応援に来れたかどうか…」と述べて
いたことを、筆者はヒアリングの過程で耳にした。合併前の旧象潟町の
規模では日常の業務が滞るため、職員派遣が容易ではなかったというの
である。
すなわち、自由に防災協定を結ぶことができるという環境下では、小
規模自治体は不利なのである。
３　防災・危機管理施設からみた自治体規模
ここまで大規模災害時のマンパワーの観点から議論してきたが、ここ
では「消防施設」「病院施設」「焼却処分場」「防災無線」といった防
災・危機管理施設の面から少し論じたい。
一般的に考えれば、規模を大きくした方が「規模の経済」が働くので、
防災・危機管理施設の建設や設備更新は大規模自治体が有利である。た
とえば、中越地震以降、長岡市は周囲の市町村を吸収合併していくが、
その背景の1つに中山間地における防災無線設置等、災害対策の必要性
を周辺市町村が感じたことがあったという3。中山間地で防災無線等の
設置が進まないのは、設置費用だけではなく、維持費用が重荷になるた
めだという4。大きくなることで効率化がはかれ、また予算規模が拡大
することで、何かあった時の備えができるのである。
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３ 旧川口町は隣接する小千谷市ではなく、長岡市と飛び地合併している。
もちろん、合併して規模が大きくなったからよいという訳ではない。
防災・危機管理施設をどこに設置し、どのように運用するかといった側
面も、危機管理を考える上で重要だからである。たとえば、離島を含ん
だ合併事例を検討した茶園（2014）は、似たような事例であっても、合
併後に防災・危機管理のコントロールセンターをどこに置いたかで、そ
の効果は異なってくることを報告している。①防災・危機管理施設の更
新が適切にでき、かつ②防災・危機管理上の指揮命令系統が一元化され
ている方が望ましく、また③そこに住む住民の意向がそれらに反映され
る仕組みになっている方が望ましいのである。
3.1　「組合立」よりも「市立」
市区町村は、災害対策基本法等の災害法制によって、防災・危機管理
の単位として位置づけられている。日本では、大規模災害であっても現
場主義で対応する仕組みになっていることは既に述べた。
ところで、市区町村の防災・危機管理を考えた際、重要視すべき組織
はどこであろう。もちろん意思決定を担う長や危機管理部門が重要であ
るのは疑いもない5。実働を考えると、消防や病院なども防災・危機管
理上、重要な部局であると言える。
しかしながら、日本の防災体制は、防災・危機管理の単位を市区町村
とする一方で、一部の市区町村は防災・危機管理の主体を外部に出して
いるという歪みを抱えている。消防施設や病院施設、焼却場を一部事務
組合（広域連合はごく少数）で処理しているところは少なくなく、これ
らの事務を他の自治体に委託しているところもある。防災や危機管理の
一体性を考えれば、これらの施設は「組合立」よりも「市町村立」で管
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４ たとえば、『読売新聞』や『毎日新聞』は、岩手・宮城内陸地震の関連記事として、
防災における費用対効果や緊急時のための負担をどうするかについて、特集記事を組
んでいる。2008年6月16日（双方とも）。
5 東日本大震災において大槌町は意思決定の要である町長を津波で失い、震災からの
復旧・復興に支障をきたした。
理される方が望ましい。防災や危機管理は短い時間でトップダウンの意
思決定をしなければならず、またそれぞれの機関が整合性のとれた行動
を行うことが求められるからである。
こうした歪みは、「平成の大合併」に関する研究ではあまり多くは語
られなかったが、合併自治体の現場では、こうした広域行政の枠組みを
意識した議論は数多くなされていた。たとえば、筆者は、河村（2010）
で白山市の合併が広域行政の枠組みを維持するためになされたことを紹
介しており、また河村（2014）では合併間もなく岩手・宮城内陸地震に
襲われた栗原市の事例を紹介している。
合併によって危機管理関連施設に対する発言権を失ったところもあ
る。山形県鶴岡市の例である。鶴岡市の事例は、自立という選択が実は
重いものであったことを、自立を選んだ町民が思い知らされた事例であ
る。
かつて旧鶴岡市は周辺市町村と、消防及びゴミ処理を一部事務処理組
合で構成していたが、南庄内合併協議会6を経て新鶴岡市が合併するに
あたり、新鶴岡市側は一部事務処理組合を解散する意向を三川町に申し
入れた。「三川町が自立するのであれば、一部事務組合も白紙に」とい
うのが新鶴岡市側の言い分であった7。合併協議からの離脱を三川町が
選択したことにあたり、新鶴岡市としては、「自立を志向したのにも関
わらず、これまで通りのメリットを享受するのは虫がよい」という判断
を行ったのである。
その結果、図2の記事で示されたような申し入れとなった。図2の記事
では、三川町は自立の代償として以前以上の負担をせざるを得なくなっ
た、というところで指摘は留まっているが、実際は、三川町は消防やゴミ
処理を委託することで、これらの業務に対する発言権を失ったのである。
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6 http://www.city.tsuruoka.lg.jp/gappei/（2014年9月20日訪問）
7 『河北新報』2006年11月29日
合併に伴い組合立を解消するこ
とで、防災・危機管理体制の一元
化がはかられた自治体もあったが、
三川町のようにかえって防災・危
機管理能力が失われたところもあ
ったのである。
3.2　組合立は構造的に更新が進ま
ないという視点
なぜ「平成の大合併」に関する
研究の中で、こうした視点が欠け
ていたのか。答えは簡単である。
①研究者が市区町村という単位に
囚われすぎているからであり、②
市区町村は「地域づくりの単位」
という思いが強いからである。ま
た、③防災や危機管理は平時では
票にならず、争点として選挙戦の
俎上にあがらないことも大きい。
目の前にある研究課題が見えてい
なかったのである。
組合立の防災・危機管理関連施
設の更新は、市立のそれと比べて
ままならないのは、なぜであろう。
それは、一部事務処理組合という
スキーム自体に問題があるからで
ある。
一部事務処理組合は、地方公共
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図2　鶴岡市・三川町の事例
出典：『河北新報』2007年2月３日
団体間の事務を共同で行うために設置される特別地方公共団体である8。
一部事務処理組合は、広域連合同様、構成自治体の負担金を主たる財源
としており、施設の更新等は地方債で賄われたとしても最終的には構成
自治体の負担となる。筆者は、自主財源を加入自治体の負担金に依存す
るという構造は、施設・設備の更新を難しくすると考える。なぜなら、
「組合立消防や組合立病院が施設・設備を更新したい」と仮に組合長に
要求しても、応分の負担にできない構成自治体や更新を払いたくないと
拒否する構成自治体がいると、元手の目処が立てられず、結局更新が無
理となるからである。すなわち、応分の負担ができない構成自治体や更
新費用を惜しむ構成自治体が、施設・設備の更新を妨げる「拒否権プレ
ーヤー（ツェベリス 2009）」になるのである。
一部事務処理組合というスキームには、もう1つの難点がある。それ
は、住民が防災・危機管理関連施設のあり方を決める意思決定に参加し
づらい仕組みになっている点である。一部事務処理組合は、広域連合と
異なり、議会と管理者を直接公選ないしは間接選挙で選出するという法
的規定はなく、直接請求を行う法的根拠もない。また広域連合のような、
広域計画を策定し、それを構成団体に要請する法的根拠もない。すなわ
ち、生命・財産を守る防災・危機管理関連施設に住民の意向を反映させ
られないという課題を、一部事務処理組合という仕組みは抱えているの
である。
防災・危機管理の一元化や以上のような制度上の問題点を考えると、
「大規模自治体と小規模自治体が防災・危機管理の単位として同じであ
る」とみなすことは困難である。事実、東日本大震災での教訓を踏まえ、
2013年6月に災害対策基本法が改正され、市区町村に対する都道府県の
代行権限が強化されたが9、この改正は「市区町村が防災・危機管理の
単位として見ることが難しい」と宣言したものとみることができる。
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このように考えると、防災・危機管理の単位は、少なくとも市立消防
や病院等を自前で運営できる市であるべきとなる。防災・危機管理の一
元的な対応や防災計画の整合性の担保の観点からである。
４　まとめにかえて
防災・危機管理の視点から市区町村の規模を考えれば、現在のような
規模が不均一のような状況は望ましいことではない。もちろん室崎・幸
田（2013）の第2章（中林論文）のタイトルのように、「合併したからと
いって防災力が上がる訳ではない」。しかし、大規模自治体の方が、住
民の生命・財産を守れる可能性は高く、災害時からのリカバーは早くな
ることは否定されるものではない。
今井は「本来の分権とは、自分たちがやるべきことを自分たちが考え
て自分たちが決める（今井 2014: 214）」と述べ、「住民の生命をどのよ
うに守っていく」ことも自治体の仕事と指摘する。たしかにその指摘は
妥当である。ただ、①地域づくりはボトムアップで構わないが、防災・
危機管理はトップダウン型で行われなければならないし、②防災・危機
管理は組織的な一体性が確保されている方が望ましい、という点がある
ことは無視してはならない。筆者は、自治体規模を考える際、地域づく
りの単位と防災・危機管理の単位という視点から落としどころを考えね
ばならないと考える。
仮に現行の制度を前提にすると、おそらく、
・自治体規模を拡大する、
・一部の権限を都道府県に委譲する、
・格差が存在することを甘受する、
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月20日訪問）
の何れかしかないであろう。一部の権限を都道府県に委譲することは、
所謂「西尾試案」で示された手法であり、この度、大規模災害からの復
興に関する法律に盛り込まれた。ただ、西尾試案での反対を思い起こせ
ば、これを選択できるところはほとんどないであろう。
権限の委譲もできないし合併もできないとなると、手段として残され
た中で有望であるのは広域連合制度の活用である。これまでの議論から、
①防災・危機管理の一元化が可能で、②防災・危機管理施設の更新が比
較的スムーズにでき、③ある程度のマンパワーが確保できる仕組みの構
築は、広域連合を活用できれば不可能ではない。広域連合の連合長は直
接公選で選出が可能であり、住民の直接請求もある。地域計画の要請を
構成自治体にできる。現行制度を前提とすれば、合併を望まない基礎的
自治体は、防災・危機管理を基本とする広域連合を形成し、基礎的自治
体はコミュニティ防災（狭義の地域防災）の単位として、または平時の
地域づくりの単位とする、これが落としどころではないか。そして土木
73
河村　危機管理・復興から考える「平成の大合併」
広域防災の単位 防災・危機管理の単位
コミュニティ防災
の単位
連合町内会
学区等
連合町内会
学区等
区政令市
町
村
広域連合
市
府県
図3　筆者の考える地方自治体の危機管理・防災のイメージ
や防災、例規に関するスペシャリスト等は広域連合で雇用することにす
れば、マンパワーの確保でも効果的である10（図3）。
合併が闇雲に進むのは望ましくない。しかし、大規模災害を経験して、
「基礎的自治体の危機管理は、一定の規模の自治体の下、一元的に行わ
れるべき」というのが筆者の立場である。「平成の大合併」が終了して
基礎的自治体の規模についての議論が途絶えてしまった感があるが、防
災・危機管理の視点から再度検討する余地はあるように思われる。
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10 戦前の市制・郡制に近づくイメージである。
なお、広域連合を活用すると考えると、福島で議論されている「二重の地位の保証
問題（今井 2014）」を（部分的ではあるが）解決することができる。避難している自
治体と被災者受け入れ自治体（ないしは福島県）とで震災復興に係る広域連合を形成
し、その長ないしは議員を直接公選とすれば、広域避難者の声はある程度届くことに
なる。（ただし、参加できる者は、役場機能が移転した自治体に避難した者に限定され
てしまうという欠点もある。）
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